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営繕積算システム RIBC2 の主な変更点（Ver.12.00 から Ver.12.10） 
 

【標準単価作成システム】 

1. 連続単価計算 

「連続単価計算」で計算した標準単価ファイルに、「印刷制限」と「利用期限」の設

定を追加しました。 

※ 内訳書作成システムは、Ver.12.00で対応。 

  

 
 

 

  ＜連続単価計算＞ 
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【内訳書作成システム】 

2. 『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』に対応 

『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』及び『公共建築工事積算基準等資

料（令和５年改定）』にあわせて機能を追加しました。 

＜新規作成＞ 

 
※ 新規作成時に、『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』と『公共建築工事

共通費積算基準（平成２８年改定）』等の共通費基準を選択できます。 

 

＜プロパティ＞ 

 

※ 既存の内訳書ファイルの共通費基準を変更する場合は、［ファイル］メニューの［プ

ロパティ］画面で、変更する共通費基準の項目を選択してください。 
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＜共通仮設費＞ 

『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』より 

 

 

 
※ 備考に、Ｐが『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』の「範囲内」か「範

囲外」かを表示。併せて、Ｐが範囲を外れる場合、どのように処理をするかを表示。 

≪表示例≫ 

 【範囲内】10,000（千円）≦ Ｐ ≦ 5,000,000（千円） 

【範囲外】Ｐ ＜ 10,000（千円）又は 5,000,000（千円）＜ Ｐ 

     

≪Ｐが範囲を外れる場合の処理≫ 

① 算定式を採用（デフォルト） 

※ 共通費基準 別表－１～別表－７の算定式により算定された率を採用。 

（別表（注４）の定めに従い、小数点以下第３位を四捨五入して２位止） 

② 共通仮設費率を直接入力（小数点以下第２位まで入力可） 

③ 共通仮設費を直接入力（金額を入力） 

 

『公共建築工事積算基準等資料（令和５年改定）』より 
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※ 『公共建築工事積算基準等資料（令和５年改定）』の監理事務所を設けない場合の

補正に対応しました。 

『公共建築工事積算基準等資料（令和５年改定）』より 
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＜現場管理費＞ 

『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』より 

 

 

※ 備考に、Np が『公共建築工事共通費積算基準（令和５年改定）』の「範囲内」か「範

囲外」かを表示。併せて、Np が範囲を外れる場合、どのように処理をするかを表

示。 

≪表示例≫ 

 【範囲内】10,000（千円）≦ Np ≦ 5,000,000（千円） 

【範囲外】Np ＜ 10,000（千円）又は 5,000,000（千円）＜ Np 

     

≪Np が範囲を外れる場合の処理≫ 

① 算定式を採用（デフォルト） 

※ 共通費基準 別表－８～別表－１４の算定式により算定された率を採用。 

（別表（注４）の定めに従い、小数点以下第３位を四捨五入して２位止） 

② 現場管理費率を直接入力（小数点以下第２位まで入力可） 

③ 現場管理費を直接入力（金額を入力） 

 

『公共建築工事積算基準等資料（令和５年改定）』より 
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3. 『公共建築工事内訳書標準書式 令和５年改定』に対応 

『公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編）令和５年改定』および『公共建築工事

内訳書標準書式（設備工事編）令和５年改定』にあわせました。 

 

＜新規作成＞ 

 
 

 

【建築工事の例（「木」が追加）】 

＜細目別・別紙明細＞ 

 

 


